
○志摩市における再生可能エネルギー発電設備の設置と自然環境等の

保全との調和に関する条例施行規則 

平成29年6月26日 

規則第25号 

改正 令和3年9月30日規則第54号 

令和4年3月31日規則第14号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、志摩市における再生可能エネルギー発電設備の設置と

自然環境等の保全との調和に関する条例(平成29年志摩市条例第23号。以下

「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例

による。 

(事業抑制区域の指定) 

第3条 条例第4条第3項(同条第5項において準用する場合を含む。)の規定に

よる告示は、志摩市公告式条例(平成16年志摩市条例第3号)第2条第2項の掲

示場に掲示することにより行うものとする。 

(事業抑制の依頼) 

第4条 市長が事業者に対し、条例第5条第1項に規定する依頼を行うときは、

事業抑制依頼書(様式第1号)により行うものとする。 

2 事業者は、条例第5条第2項に規定する回答を行うときは、事業抑制依頼

回答書(様式第2号)により行うものとする。 

(事業計画の調整) 

第5条 条例第6条第1項の規定による事業計画の調整は、事業計画協議申出

書(様式第3号)に、次に掲げる書類のうち、当該事業に必要な書類を添付し、

市長と協議する方法により行うものとする。 

(1) 事業概要書(様式第4号) 

(2) 立地環境に関する調査概要書(様式第5号) 



(3) 保守管理に係る計画書(様式第6号) 

(4) 生活環境及び景観保全に関する計画書(様式第7号) 

(5) 撤去及び処分に関する計画書(様式第8号) 

(6) 事業計画区域の位置図及び区域図 

(7) 地番表(3筆以上の場合) 

(8) 土地(建物)登記事項証明書(写し可) 

(9) 地籍図(公図)の写し 

(10) 求積図 

(11) 現況図 

(12) 土地利用計画平面図 

(13) 造成計画平面図及び断面図 

(14) 排水計画平面図及び断面図 

(15) 排水施設構造図 

(16) 流末水路構造図 

(17) 崖断面図 

(18) 擁壁の断面図 

(19) 再生可能エネルギー発電設備の構造図及び配線図 

(20) 現況写真 

(21) 前各号に定めるもののほか、その他市長が認める書類 

2 事業者は、事業区域に事業抑制区域を含むときは、条例第6条第2項の規

定による事業計画の調整において、事業抑制区域の対策に関する申出書(様

式第9号)を提出し、その内容を事業計画に反映させなければならない。  

3 事業者は、条例第6条第3項に規定する場合に該当するときは、第1項に規

定する提出書類に加えて、志摩市の自然と環境の保全に関する条例施行規

則(平成16年志摩市規則第132号)別表に定める書類を添付するものとする。

ただし、同項各号に規定する書類と重複するときは、当該重複する書類の

添付を省略することができる。 



4 事業者は、条例第6条第3項に規定する場合に該当し、その面積が3,000平

方メートル以上1ヘクタール未満の場合には、土砂等の流出を防止する施設

を設置するとともに、放流先の排水能力に応じた排水施設を設けるものと

し、必要があるときは排水施設管理者と協議しなければならない。また、

条例第6条第3項に規定する場合に該当し、面積が1ヘクタール以上のとき

は、三重県宅地開発事業の基準に関する条例(昭和47年三重県条例第41号)、

三重県宅地開発事業の基準に関する条例施行規則(昭和47年三重県規則第

90号)及び三重県が策定する宅地等開発事業に関する技術マニュアルの規

定を適用し、排水路、河川その他の排水施設の放流先の排水能力に応じて、

一時雨水等を貯留する調整池その他の施設を設けなければならない。 

5 市長は、事業計画の調整において条例第6条第1項若しくは第2項に規定す

る事項が盛り込まれていないと判断されるとき又は第3項に規定する届出

書類の内容に不備があるときは、事業計画補正通知書(様式第10号)により、

事業者にその内容について補正を求めることができる。 

6 条例第6条第4項の規則で定める書類は、事業計画調整完了申出書(様式第

11号)により行うものとする。 

7 条例第6条第5項の規則で定める通知は、事業計画調整完了通知書(様式第

12号)により行うものとする。 

(住民説明会) 

第6条 事業者は、条例第6条第6項及び第7条第5項に規定する地域住民等を

対象にした説明会(以下「住民説明会」という。)を開催しようとするとき

は、事前に住民説明会の日時、場所、計画する再生可能エネルギー発電設

備の種別、事業区域の区域図及び面積、事業者の住所及び氏名(法人その他

の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在

地)、連絡先その他必要な事項を記載した文書を作成し、配布、回覧その他

の方法により地域住民等へ周知を図らなければならない。 

2 事業者は、住民説明会を開催するに当たって、当該地域住民等が参加し



やすい日時及び場所について配慮しなければならない。 

3 事業者は、住民説明会を開催したときは、住民説明会開催報告書(様式第

13号)に、次に掲げる書類を添付し、住民説明会を開催した日から起算して

7日以内に市長に報告しなければならない。 

(1) 住民説明会で配布した資料 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

4 地域住民等は、住民説明会の内容に対して、意見の申出を行うことがで

きる。 

5 前項の意見の申出を行おうとする者は、住民説明会が開催された日から

起算して14日以内に、住民意見書(様式第14号)を事業者に提出するものと

する。 

6 事業者は、住民意見書の提出があったときは、住民説明会が開催された

日から起算して21日以内に、住民意見書概要書(様式第15号)に、当該提出

があった住民意見書の写しを添付し、市長に報告しなければならない。 

7 事業者は、住民意見書の提出があった日から起算して14日以内に、当該

住民意見書を提出した地域住民等に対し見解書(様式第16号)を提出しなけ

ればならない。 

8 事業者は、前項の見解書を提出するときは、地域住民等に対しその内容

をよく説明し、当該地域住民等の理解を得るよう努めるものとする。 

9 事業者は、第7項の規定による見解書を提出したときは、対応状況報告書

(様式第17号)に、住民意見書及び見解書の写しを添付して、当該見解書を

提出した日から起算して14日以内に市長に報告しなければならない。 

10 事業者は、地域住民等が住民説明会の開催に応じないときは、説明書を

個別に配布するなど事業の周知に努めるものとする。 

11 事業者は、前項の場合において、その対応した状況について、対応状況

報告書により、市長に報告するものとする。 

12 市長は、必要があると認めるときは、住民説明会に市の関係職員を出席



させることができる。 

(事業計画の届出等) 

第7条 条例第7条第1項の規定による届出は、次に掲げる書類及び再生可能

エネルギー発電事業計画届出書(様式第18号)によるものとする。 

(1) 経済産業大臣に申請した再生可能エネルギー発電事業計画認定申請

書の写し及び添付書類の写し。ただし、経済産業大臣に申請を行わない

場合は、条例第6条第4項の規定により市長との調整が完了した際に添付

した書類及び同条第7項の規定により変更した書類 

(2) 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法(平成23年

法律第108号)第16条第1項の規定による電気事業者との接続契約締結の

状況 

(事業計画の変更) 

第8条 条例第7条第6項の規定による変更の届出は、再生可能エネルギー発

電設備事業計画変更届(様式第19号)により行うものとする。 

2 条例第7条第8項の規則で定める変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業区域の面積、建築面積又は工作物設置面積の縮小 

(2) 建築面積又は工作物設置面積の10パーセント以内の拡大 

(3) 周辺区域に影響を及ぼさない程度の建築物又は工作物の配置の変更  

(4) 住民説明会の意見を反映させたことによる計画の変更 

(5) その他市長が定める変更 

(工事の届出) 

第9条 条例第8条の規定による届出は、工事(着手・中止・再開・完了)届出

書(様式第20号)により行うものとする。 

(工事完了の確認) 

第10条 市長は、条例第8条第1項の規定により、工事の完了の届出があった

ときは、条例第9条の規定により現場を確認させた後、工事完了確認通知書

(様式第21号)により事業者に通知するものとする。 



(標識の設置) 

第11条 条例第10条第1項の規則で定める標識は、次の各号に規定する期間

に応じ、当該各号に定める様式とする。 

(1) 条例第6条第5項の規定による通知があったとき(条例第3条に規定す

る事業を行う事業者以外の事業者にあっては、条例第7条第1項に規定す

る届出を行ったとき)から事業が完了するまでのうち、工事を行う期間 

様式第22号 

(2) 設置に係る工事が完了してから事業が完了するまでの期間 様式第

23号 

2 事業者は、標識を設置したときは、設置した日から7日以内に標識設置届

(様式第24号)に、次に掲げる書類を添付して、市長に報告しなければなら

ない。 

(1) 標識を設置した場所が明示された図面 

(2) 標識の設置の状況及び記載された内容が分かる写真等 

(関係書類の閲覧) 

第12条 条例第11条第2項の規定による申出は、再生可能エネルギー発電設

備に係る閲覧申出書(様式第25号)により行うものとする。 

(報告及び資料の提出) 

第13条 市長は、条例第12条第1項の規定により、事業者に対し報告を求め

るときは、事業実施状況報告依頼書(様式第26号)により行うものとする。 

2 事業者は、前項の規定により報告依頼を受けたときは、事業実施状況報

告書(様式第27号)により市長に報告するものとする。 

(指導、助言又は勧告) 

第14条 条例第13条第1項の規定による指導又は助言は、指導・助言通知書

(様式第28号)によるものとする。 

2 指導・助言通知書を受けた事業者は、通知された内容に適合させるため

に関係行政機関、地域住民等との調整、協議等を自らの責任において行わ



なければならない。 

3 指導・助言通知書を受けた事業者は、通知された内容に適合するに至っ

たときは、指導・助言・勧告事項回答書(様式第29号)により市長に回答し

なければならない。 

4 条例第13条第2項の規定による勧告は、勧告書(様式第30号)によるものと

する。 

5 第2項及び第3項の規定は、前項の勧告に準用する。この場合において、

第2項及び第3項中「指導・助言通知書」とあるのは「勧告書」と、「通知」

とあるのは「勧告」と読み替えるものとする。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成29年7月1日から施行する。 

(志摩市の自然と環境の保全に関する条例施行規則の一部改正) 

2 志摩市の自然と環境の保全に関する条例施行規則(平成16年志摩市規則第

132号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和3年9月30日規則第54号) 

(施行期日) 

1 この規則は、令和3年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際、この規則による改正前の各規則の規定に基づく様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用する

ことができる。 

附 則(令和4年3月31日規則第14号) 

この規則は、令和4年4月1日から施行する。 

 


